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１．地方創生の基本的な考え方（国・県の考え方） 

第三期湖南市総合戦略は、まち・ひと・しごと創生法第 10 条（平成 26 年法律第

136 号）に基づく、湖南市の総合戦略として位置づけています。急速な少子高齢化

の進展と人口の減少に歯止めをかけ、将来にわたって活力ある地域社会を維持し

ていくため、国・県が示す構想や戦略に基づきながら、湖南市の実情に合わせた施

策を総合的かつ計画的に進めていきます。 

（１）国の考え方 

「地方創生 2.0 基本構想」 2025 年（令和７年）６月 13 日閣議決定 

 

  
【目指す姿】 

・「強い」経済と「豊かな」生活環境の基盤に支えられる多様性の好循環が「新しい日本・楽しい日本」を

創る。 

（１）「強い」経済 
・自立的で持続的に成長する「稼げる」経済の創出により、新たな

人を呼び込み、強い地方経済を創出 

（２）「豊かな」生活環境 
・生きがいを持って働き、安心して暮らし続けられる生活環境を構

築し、地方に新たな魅力と活力を創出 

（３）「新しい日本・楽しい日本」 
・若者や女性にも選ばれる地方、誰もが安心して暮らし続けられ、

一人ひとりが幸せを実感できる地方を創出 

【地方創生 2.0 の基本姿勢・視点】 

・「新しい日本・楽しい日本」の実現のためには、国や地方公共団体をはじめとしたあらゆる関係者の力を

総動員し、多岐にわたる分野について総合的に取り組みを推進する必要がある。 

（１）人口減少を正面から受け止めた上での施策展開 

（２）若者や女性にも選ばれる地域づくり 

（３）異なる要素の連携と「新結合」 

（４）ＡＩ・デジタルなどの新技術の徹底活用と社会実装 

（５）都市・地方の共生関係の強化と人材循環の促進 

（６）好事例の普遍化（点から面へ、地域の多様なステークホルダーの連携） 

【政策の５本柱】 

・「目指す姿」で掲げた「新しい日本・楽しい日本」を創り出していくため、「地方創生 2.0 の基本姿勢・視

点」を十分に踏まえつつ、以下の５本柱により、地方創生 2.0 を力強く展開していく。 

（１）安心して働き、暮らせる地方の生活環境の創生 

（２）稼ぐ力を高め、付加価値創出型の新しい地方経済の創生～地方イノベーション創生構想～ 

（３）人や企業の地方分散～産官学の地方移転、都市と地方の交流による創生～ 

（４）新時代のインフラ整備とＡＩ・デジタルなどの新技術の徹底活用 

（５）広域リージョン連携 
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地域活性化を図るため、地方の経済・社会に密接に関係するさまざまな政策分野において

デジタルの力を活用した社会課題解決や魅力向上を図ることが必要です。これを実現する上

で重要な要素として、「デジタル田園都市国家構想総合戦略（2023 改訂版）」（2023 年（令和

５年）12月 26 日閣議決定）において掲げられている４つの施策の方向性に基づいて取組を

推進します。 

「デジタル田園都市国家構想総合戦略（2023 改訂版）」 

 
  

【各主体が果たす役割】 

（１）国の役割 

①人材支援・人財育成 

②情報支援・デジタルツールの整備 

③規制・制度改革 

④財政、金融による支援等 

⑤広報周知活動と国民的な機運の向上 

 

（２）地方公共団体の役割 

市町村の役割 都道府県の役割 

・地方創生 2.0 を現場で中心的に担う主体とし

て、関係者を巻き込んで取組を推進。 

・政令市、中核市等の特性に応じて、維持すべき

機能の高度化。 

・他地域との比較や好事例を学び、活用するとと

もに、人材育成にも積極的に取り組む。 

・都道府県は、広域自治体として、市町村間の調

整や補完、市町村の状況の可視化、国との連携

など、重要な役割 

・統計指標や様々なデータを活用し市町村の状況

を可視化することで、市町村の主体的な動きに

つなげる。 

（３）地域の多様なステークホルダーの役割 

・産官学金労言士等が相互に連携し、それぞれの人材、資金、ノウハウ等を活かして地方創生に貢献 

・都市部にある企業・教育機関等も、地方に目を向け、それぞれの強みを活かした地域貢献と新たな発

展を行う。 

・民主導でハード整備からソフト運営まで担う新しいタイプの企業城下町、人を惹きつける質の高いま

ちづくりの推進。 

【施策の方向性】 

方向性１ 地方に仕事をつくる 

・地域を支える産業の振興や起業を促し、活発な経済活動を確立するため、デジタル技術の活用を

図りつつ多様な人財・知・産業の集積を促進し、稼ぐ地域づくりを進めます。また、デジタルに

よりだれもが希望する仕事を創出し、さまざまな出産・子育て支援とあいまって、だれもが働き

続けることができる環境づくりを推進します。 

方向性２ 人の流れをつくる 

・人口減少・少子化が深刻さを増す中、人口規模を維持するためには、都会から人が転入する流れ

を生み出すとともに、転出しようとする人を食い止めることにより、賑わいの創出や地域を支え

る担い手の確保を図ることが求められます。都会から地方への人の流れに変化が生じており、こ

うした動きを湖南市への人の流れに取り入れるべく、取組を推進します。 

方向性３ 結婚・出産・子育ての希望をかなえる 

・人口減少を食い止め、持続可能性を高めるために結婚・出産・子育てがしやすくなる地域づくり

を進めます。地域経済の活性化を図る上でも、だれもが働きやすい環境づくりにより、経済活動

を促進します。 

方向性４ 魅力的な地域をつくる 

・デジタル技術を有効に活用することで、地域の暮らしやすさと魅力を高める取組を高度かつ効

率的に行い、それを対外的に発信します。 
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（２）県の考え方 

「滋賀県基本構想実施計画 第２期〈2023年度－2026年度〉2024年(令和６年)７月改訂」 

 

 

  

【目指す姿（総合目標）】 

滋賀で誰もが自分らしくそれぞれの「幸せ」を感じられている、滋賀に誇りを感じ、み

んなが住み続けたいと思う地域であること、それが「健康しが」が実現されていると捉え、

「感じている幸せの度合い」「滋賀に誇りを持っている人の割合」「滋賀に住み続けたいと

思う人の割合」（滋賀県政世論調査より）の上昇を「目指す姿（総合目標）」とする。 

【施策の展開（政策の方向性（施策の柱））】 

目指す姿である「健康しが」とは、「ひとの健康」「社会・経済の健康」「自然の健康」

の全てが充足し、またこれら全てが複合的・有機的に連動して実現するものであると考え、

その実現のための政策の柱を政策１～政策 13 にまとめる。 

「ひとの健康」「社会・経済の健康」「自然の健康」＝「健康しが」の実現 

【全体に通じる大切な視点】 

（１）ひとづくり 

・「ひと」が育ち、「ひと」が息づき、「ひと」と「ひと」がつながり、ともに生きて未来を拓く希望

を大事に育む滋賀であるために、様々な分野で「ひとづくり」を重視した施策を進める。 

（２）子ども・子ども・子ども 

・「子ども」を大切に育み、「子ども」の思いや発想を大事にしながら一緒に社会をつくり、「子ども」

と「子ども」に関わるみんなの笑顔が育まれるよう子ども政策を推進するとともに、あらゆる事

業において「子ども・子ども・子ども」の視点をもって取り組む。 

【ＣＯ２ネットゼロ社会の実現に向けた挑戦】 

・令和４年（2022 年）３月に策定した「滋賀県ＣＯ₂ネットゼロ社会づくり推進計画」に基づき施

策を展開するとともに、基本構想の実現に向けて取り組む全ての事業の中で、ＣＯ₂ネットゼロ社

会の実現を意識し、資源・エネルギーの使用の合理化や廃棄物の発生の抑制などを図る。 

【ＤＸ推進】 

・暮らしをより健康的で豊かにし、地域社会の持続的発展につながる新たな価値を創造するための

手段として、あらゆる施策を推進するうえでデジタル技術活用の可能性を検討し、柔軟に取り入

れていく。  

・また、セキュリティ対策やデジタル格差対策が講じられた環境の中で、デジタル社会の形成をめ

ざすため、その基盤・ひとづくりに積極的に取り組んでいく。 

13 の政策の柱 



 

● 156 ● 

２．第三次湖南市総合計画と連動した取組 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

【重点プラン】 

人口減少や少子高齢化に対応するため、湖南市が重点的に推進する政策パッケージ

として、次の４つの重点プランを掲げます。これらの重点プランに取り組むことで、第

三次湖南市総合計画に掲げるまちの将来像、６つのまちづくりの目標の実現をめざし

ます。 

❶ 働く場の創出プラン 

・魅力的な働く場づくりに関する政策パッケージ 

❷ ひとの流れの創出プラン 

・移住・定住の促進や関係人口・交流人口の拡大に関する政策パッケージ 

❸ こどもまんなかプラン 

・こどもや若者が幸せや希望を感じられる社会の実現に関する政策パッケージ 

❹ まちづくりプラン 

・持続可能な社会の実現や安心して暮らせる基盤づくりに関する政策パッケージ 



 

● 157 ● 

３．人口ビジョンからのアプローチ 

（１）人口の見通し 

日本の将来人口の見通しは、2060 年（令和 42 年）には、8,674 万人まで減少すると試算

されています。 

国立社会保障・人口問題研究所の推計に準拠する方式で実施した湖南市の将来人口推計

（2020 年（令和２年）の国勢調査人口から推計）によると、湖南市の人口は、2060 年（令

和 42年）には 2020 年（令和２年）よりも約 15,751 人減少（-29％）する見通しです。 

 

 

 

 

 

 

 
 

 

 

  

【人口減少が社会に及ぼす影響】 

これまでのまちづくりや社会制度は、人口が増加する社会を前提に考えられており、

急激な人口減少が起きれば、さまざまな面で対応することが困難となります。 

人口減少が湖南市に及ぼす影響の例は次の通りです。 

○地域コミュニティの弱体化 

○耕作放棄地や管理放棄山林の増加 

○市内の消費の縮小 

○空き家、空き地の増加 

○一人世帯の増加、無縁社会の深刻化 

○学校の児童数の減少、空き教室の増加 

○税収の減少、行政サービスの低下、公共施設の統廃合 など 

これらの人口減少による影響は、市内で一様に発生するのではなく、条件が不利な

地域や、一見、有利に見えても課題に無関心な地域などから顕在化し、やがて湖南市全

体の活力を削ぐ重大な課題となります。 

・このままの動向では人口が急激に減少します。 
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（２）湖南市における将来人口の目標 

長期的目標である 2060 年（令和 42 年）には、42,430 人まで人口を押し上げることをめ

ざし、速やかに総合的な人口減少対策（第三期総合戦略）に取り組みます。 

５年後の 2030 年（令和 12 年）には、現状の人口規模を維持することをめざします。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図 湖南市の将来人口の見通しと目標 
 

【目標人口実現のために】 

まちの将来像「ずっとここに暮らしたい！ みんなで創ろう 笑顔つなぐ・つながるまち

湖南」の実現をめざすことは、湖南市への愛着と誇りを形成し、湖南市で暮らすことで味わ

える豊かさを実感できるまちづくりを進めることです。急激な人口減少、少子高齢化を防ぐ

とともに、ひいては市民の幸福度を高めることにつながります。 
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国立社会保障・人口問題研究所による推計結果 

速やかに総合的な人口減少対策に取り組むことに

より実現が見込まれる今後の人口の推移 

～人口規模を維持するための総合戦略の目標～ 

●合計特殊出生率を高めること（次世代を担うこどもが増えること） 

⇒2060 年（令和 42 年）までに合計特殊出生率が国民希望出生率である 1.6

程度まで向上する 

●安定的な人口移動であること（転入・転出を均衡させること） 

⇒転出抑制と転入増加により、転出と転入の差を０にする 

 

ＫＧＩ 

（重要目標達成指標） 
基準値 

目標値 

（2030 年度（令和 12年度）

将来人口（市全体） 

（うち年少人口） 
（うち生産年齢人口） 
（うち老年人口） 

53,879 人 ※１ 

（ 6,565 人） 
（33,061 人） 
（14,253 人） 

53,196 人 

（ 6,012 人） 
（31,892 人） 
（15,292 人） 

合計特殊出生率 1.12 ※２ 1.43 

社会動態（５年間累計） -163 人 ※３ ０人 

※１ 基準値は住民基本台帳の値 

※２ 基準値は 2023 年度（令和５年度）滋賀県甲賀健康福祉事務所事業年報の値 

※３ 基準値は 2020 年度（令和２年度）から 2024 年度（令和６年度）までの累計値 

2020 年 
（令和２年）

2025 年 
（令和７年）

2030 年 
（令和 12 年）

2035 年 
（令和 17 年）

2040 年 
（令和 22 年）

2045 年 
（令和 27 年）

2050 年 
（令和 32 年）

2055 年 
（令和 37 年）

2060 年 
（令和 42 年）
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４．４つのプランと目標指標 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

❶ 働く場の創出プラン 

基本的方向１「魅力的な職場環境づくり」 

○立地優位性やデジタル技術を生かした魅力的な企業の

誘致や起業、事業領域の拡大支援による産業の活性化 

○生活と仕事が調和し、だれもが多様な働き方ができる

魅力的な職場環境の形成 

 

❷ ひとの流れの創出プラン 

基本的方向２「新しいひとの流れをつくる」 

○多様な形の人や地域の支え合いを推進し、若い世代の

移住・定住、地元定着を促進 

○地域資源を生かした魅力の向上、対外的な認知度の向

上によるブランドの確立 

 

 

＜KPI＞ 

●製造品出荷額等 

●「産業力の強化」満足

度 

 ●「多様な雇用・働き方の

実現」満足度 

＜KPI＞ 

●観光入込客数 

●「ふるさとづくりの促

進」満足度 

●「観光と交流による

活性化」満足度 

❹ まちづくりプラン 

基本的方向４「だれもが活躍できる社会をつくる」 

○だれもが居場所と役割を持ち、活躍できるインクルーシ

ブな地域社会づくり 

基本的方向５「持続可能な地域づくり」 

○産学官金労言士が連携し、脱炭素ビジネスなど地域経

済活性化・イノベーション創出に取り組む持続可能なま

ちづくり 

基本的方向６「安心して暮らせる環境づくり」 

○だれもが安全・安心で快適に暮らすことができる都市

づくり 

＜KPI＞ 

●地域まちづくり協議会が主体と

なる協働事業の参加者数 

●官民連携による 

ESG 投資額 

●健康寿命 

●「持続可能なまちづ

くり」満足度 

●「安心して暮らせる

基盤づくり」満足度 

❸ こどもまんなかプラン 

基本的方向３「こどもをまんなかに、若者に向け

た取組の推進」 

○結婚から妊娠、出産・子育てまで切れ目のない支援や

女性が社会参画しやすい環境づくり 

○こどもや若者が未来や地域への希望を抱き、いきいき

と育つまちづくり 

＜KPI＞ 

●地域子育て支援事業（つど

いの広場や子育て支援セ

ンター）の利用者数 

●「若者への支援、希望

の実現」満足度 

しごと・ひとの好循環 

好循環を支えるまちの活性化 
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５．７つの政策パッケージ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

（１）産業力の強化 
①企業立地の促進 

②農林業の復興 

③工業の振興 

④商業の振興 

（２）多様な雇用・働き方の実現 
①雇用の促進と勤労者福祉の充実 

（４）観光と交流による活性化 
①外国人市民の地域定着、生活支援の充実 
②観光の振興 
③歴史文化遺産の保存・継承と活用 

（５）こどもの幸せ、将来の希望の実現 
①子育て環境の充実  

②教育環境の充実 
③子育て世代、若い世代への支援 
④発達支援システム・特別支援教育の推進 

（６）だれもが活躍できる、持続可能なまちづくり 
①こなんＳＤＧｓ未来都市の推進       ②脱炭素の地域づくり 

③自然環境・生態系の保全          ④循環型社会の形成 
⑤企業、大学、行政による連携機会の創出   ⑥若者の社会参画の促進 
⑦人の輪が広がる場づくり          ⑧生涯学習環境の充実、教育プログラムの充実 

⑨人権教育の推進 

（３）ふるさとづくりの促進 
①湖南市版小規模多機能自治の推進 
②地域まちづくりの担い手の確保 

③多様な市民が参画する仕組みづくり 

（７）安心して暮らせる基盤づくり 

①地域防災の推進              ②地域福祉の推進 

③人権尊重と恒久平和の追求         ④ジェンダー平等の達成 
⑤魅力的で個性的な拠点となる公園の充実   ⑥身近な公園の再編 
⑦上下水道の整備              ⑧公共交通の見直し 

⑨バスの利便性向上             ⑩駅周辺のまちづくり 
⑪計画的な市街地・住環境整備        ⑫道路網・河川の整備 
⑬高齢者福祉の充実             ⑭障がいのある人への生活支援サービスの充実 

⑮健康づくりの推進             ⑯医療環境の充実 
⑰持続可能な地域共生社会の実現       ⑱危機管理体制の強化 
⑲安全な地域づくりの推進          ⑳スポーツ環境・拠点の充実 

㉑図書館機能の充実             ㉒文化芸術活動の振興 
㉓自治体ＤＸの推進             ㉔近隣市町との連携 
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産業力の強化 

 
【関連するＳＤＧｓ】 

 

❶ 働く場の創出プラン 
 

 
 

ＫＰＩ 

（重要業績評価指標） 
基準値 

目標値 

（2030 年度（令和 12 年度）） 

製造品出荷額等 ※１ 5,757 億円 6,195 億円 

市民意向調査における「産業力

の強化」満足度 ※２ 
48.2％ 54.1％ 

市民意向調査における「多様な

雇用・働き方の実現」満足度 

※２ 

37.0％ 42.9％ 

※１ 基準値は 2023 年（令和５年）経済構造実態調査の値 

※２ 基準値は総数から「どちらともいえない」「無回答」を除いた数に対する「満足」「ま

あ満足」の割合 

 

 

 

 

 

 

企業立地の促進 
１）魅力的な企業の誘致 

２）産業の魅力化・シティセールス 

 

農林業の復興 

 

１）農業の基盤整備と多面的機能の理解促進 

２）多様な農業の推進 

３）みらい公園湖南の利用促進 

４）林業の振興 

 

工業の振興 

 

１）魅力ある工業の推進 

２）ものづくり産業の人財確保 

政策 

１ 

政策 

2 

政策 

3 
 

基本目標 

魅力的な企業の誘致、デジタル技術や優れた人財の知見を活用した産業の活性化を図
ります。 
だれもが多様で魅力的な働き方ができる場の確保を図ります。 
子育てや介護、趣味などの生活と仕事が調和する環境づくりを進めます。 

政策パッケージ １ 
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商業の振興 

１）魅力ある商業の推進 

２）地域特性を生かした賑わいづくり 

３）買い物弱者対策の推進 

 

【主な具体的事業】 

 事業例 

企業誘致・産業

振興 

○企業立地促進奨励事業 

⇒工場などの新設や増設、建替、女性が社会経済活動に参画しやすい

施設整備を行う事業者を支援する。 

〇企業誘致推進事業 

⇒充実した高速道路網などのインフラを生かしながら、市内の産業振

興や雇用創出、税収確保を促進する。 

〇商工団体等育成事業 

⇒市内商工業者の交流を図り、幅広い視点から産業振興の方向性を見

出し、地域経済活性化を図る。 

〇成長分野の企業や本社機能等の立地促進事業 

⇒企業の本社や研究機関などを誘致し、既存企業との技術融合などに

よる相乗効果を発揮する。 

地域産業の競

争力強化 

○特産品の開発および販路開拓事業 

⇒弥平とうがらしや下田なすをはじめとするさまざまな伝統野菜や、

産学官の取組により特産品の開発を推進する。 

農林業の活性

化 

〇農業等未来創造拠点事業 

⇒みらい公園湖南の利活用を促進し、みらい公園湖南を中心として農

業および市内産業を交わらせ、新たな商品やサービスなどの発案、

試行、販売などを行う。 

〇林道等維持保全事業 

⇒林業の施業に必要な林道を適正に管理することにより、林業振興お

よび災害への対応力の向上を図る。 

〇防災重点ため池改修事業 

⇒湖南市にある農業用防災重点ため池の耐震対策や豪雨対策、老朽化

対策などの防災工事、または廃止を進める。 

〇広域農道整備事業 

⇒広域農道の特に劣化が激しい箇所の舗装改良を実施する。 

〇揚水場更新事業 

⇒適正な運転に支障が生じている揚水場を対象として、ポンプの不具

合解消や施設の長寿命化を図る。 

〇農業経営体支援事業 

⇒農家の高齢化や人口減少、農業用機械の価格高騰に伴い農業経営体

が減少しているため、持続的な農業経営を確立するために必要な支

援を行う。 

〇営農活動支援事業 

⇒農業の多面的機能の維持・発揮のための地域活動や担い手の育成な

どを支援し、農業の構造改革を推進する。 

 

政策 

4 
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 事業例 

 ○鳥獣害対策事業 

⇒近年、被害が深刻化している鳥獣害対策として被害多発地域を中心

に獣害柵の設置を支援するとともに、鳥獣捕獲の担い手の確保や捕

獲活動の強化、地域単位での防除体制の強化を推進する。 
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多様な雇用・働き方の実現 

 
【関連するＳＤＧｓ】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

雇用の促進と勤労

者福祉の充実 

１）就労支援・人財確保の推進 

２）多様な働き方の推進 

３）勤労者福祉の充実 

 

【主な具体的事業】 

 事業例 

人財の育成・確

保 

○ＪＯＢフェア事業 

⇒現役学生や既卒者、就職氷河期世代の求職者に対する市内企業

の情報発信支援や合同企業説明会の開催などにより、市内企業

の雇用を確保する。 

○合同企業説明会実施事業 

⇒学生・移住希望者を対象とする市内企業の合同企業説明会を大

学に出向いて実施する。 

○インターンシップ参加促進事業 

⇒湖南市内企業での就業を体験し、市内企業の魅力に気づく機会

を提供する。 

就労の支援 ○障がい者就職面接会事業 

⇒障がいのある人と企業との出会いを提供し、双方の理解とマッ

チングを促進するため、合同就職面接会を行う。 

○就労相談事業 

⇒就職困難者をはじめとする不安定就労者、障がいのある人、若

年層における未就職者やフリーターなどの就労全般を支援す

る。 

○障がい者就労情報センター事業 

⇒障がいのある人の就労に関する情報を発信するなど、多方面か

ら障がいのある人の就労を支援する。 

○障がい者就労支援事業 

⇒障がいのある人の就労をサポートする人財育成や試験的就労

の実施を行う。 

〇外国人就労相談事業 

⇒相談体制を整備し、関係機関につなぐことで外国人市民の就労

を支援する。 

政策 

１ 

政策パッケージ ２ 

    



 

● 165 ● 

 事業例 

○日本語教室事業 

⇒湖南市国際協会との連携により日本語教室を開催し、就労場所

や地域でコミュニケーションを図ることができるよう外国人

市民を支援する。 
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ふるさとづくりの促進 

 
【関連するＳＤＧｓ】 

❷ ひとの流れの創出プラン 
 

 
 

ＫＰＩ 

（重要業績評価指標） 
基準値 

目標値 

（2030 年度（令和 12 年度）） 

観光入込客数 608,320 人 670,000 人 

市民意向調査における「ふるさ

とづくりの促進」満足度 ※ 
43.2％ 49.5％ 

市民意向調査における「観光と

交流による活性化」満足度 ※ 
35.0％ 40.8％ 

※ 基準値は総数から「どちらともいえない」「無回答」を除いた数に対する「満足」 

「まあ満足」の割合 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

湖南市版小規模多

機能自治の推進 

１）小規模多機能自治の推進 

２）地域コミュニティの活性化 

３）中間支援組織の検討 

４）幅広い層の市民参画の促進 

５）行政からの情報公開の拡充 

 

地域まちづくりの

担い手の確保 

１）多様な主体のつながりの形成 

２）ふるさとへの愛着づくり 

 

多様な市民が参画

する仕組みづくり 

１）移住・定住の促進 

２）関係人口の創出 

 

  

政策 

１ 

政策 

2 

政策 

3 
 

基本目標 

若い世代の移住・定住を支援する仕組みづくりや地元定着に向けた取組を進めます。 
地域資源を生かした魅力ある地域づくりによる交流人口の増加、関係人口の創出を図り
ます。 

政策パッケージ ３ 
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【主な具体的事業】 

 事業例 

地域が主役の

まちづくりの

推進 

○地域コミュニティ活性化支援事業 

⇒地域コミュニティの基盤である区・自治会などへの支援を行

い、活性化を図る。併せて地域で活動するＮＰＯなどの中間支

援組織への支援として地域とのコーディネート業務を行う。 

○人財育成推進事業 

⇒地域における多様な主体のつながりを形成するため、「こなん

ＳＤＧｓカレッジ」を軸に若者の主体的なまちづくり活動の定

着化を推進するとともに、人財登録制度との連携を図る。 

○まちづくりセンター等大規模改修事業 

⇒小規模多機能自治の推進を図るため、地域の活動団体の活動拠

点となるまちづくりセンターなどの大規模改修を行う。 

○まちづくり教育・主権者教育推進事業 

⇒こどもがまちづくりに関わる機会を提供するとともに、地域ま

ちづくり協議会と協働で、社会を生き抜く力や地域の課題解決

を社会の構成員の一員として主体的に担う力を育む主権者教

育を推進する。 

〇高校での地域探究学習連携事業 

⇒地域と高校が連携・協働して、キャリア教育・地域学習・地域

課題の解決などの探究的な学びを実現する取組を推進する。 

〇地域活性化起業人事業 

⇒社員の専門的なノウハウや知見を生かしながら即戦力人財と

して情報発信などの業務に従事することで地域活性化を図る。 

情報公開の拡

充 
○見やすく利用しやすいホームページ作成事業 

⇒ホームページのナビゲーションの改善、市民が欲しいと思う情

報の掲載、だれにでも見やすく分かりやすいホームページとし

て再構成する。 

移住・定住の促

進 

○湖南市移住定住サイト情報発信事業 

⇒移住定住サイトに、まちの魅力や移住相談の支援、地域交流体

験などの移住希望者にとって有益な情報の発信を行う。 

○結婚新生活支援事業 

⇒低所得者の婚姻に伴う新生活に対して、少子化対策の強化に資

することを目的として、住居費および引越費用について一部を

補助する。 

○移住支援事業 

⇒東京 23 区の在住者または東京圏在住で東京 23 区への通勤者

が、滋賀県のマッチングサイトに登録する企業に就職した移住

者に対して補助金を交付する。 

○空き家バンク活用促進事業 

⇒古民家をはじめとする空き家情報を発信することで、移住希望

者が地域に溶け込みやすい住環境を選択できる環境を整える。 
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 事業例 

関係人口の創

出 
○オープンスペース等施設整備支援事業 

⇒人の輪がつながる新たな交流の場の創出に向け、商業施設を活

用したコワーキングスペースの施設整備などを支援する。 

○空き家対策総合支援事業 

⇒関係人口の創出につながる新たな交流の場の創出に向け空き

家の活用または除去を推進する。 

○ふるさときらめき湖南づくり寄附事業 

⇒ふるさと納税制度の活用により財源確保と、返礼品などを通じ

たシティプロモーションの推進を行う。 

○企業版ふるさと納税寄附事業 

⇒企業版ふるさと納税に係る寄附企業とのマッチング支援に関

する事業を行う。 

○クラウドファンディング活用促進事業 

⇒インターネットを通じて、事業目的に必要な経費の支援金を募

る市民活動を支援する。 

○友好交流提携都市との交流事業 

⇒友好交流提携都市との人財の交流、イベント事業などの相互参

加、共同実施、民間企業のマッチングを支援する。 

ふるさとへの

愛着の醸成 

○地産地消のＮＥＷソウルフードづくり事業 

⇒学生のアイデアによる地産地消のＮＥＷソウルフードを生み

出す。地元企業や学生との連携・協働で地域の活性化を図る。 

○ローカル 10,000 プロジェクト事業 

⇒ふるさとへの愛着づくりの一環として産官学金労言士の連携

により地域密着型事業の創業・第二創業・新規事業立ち上げを

支援する。地域資源の活用、地域課題への対応、地域金融機関

などによる融資・地域活性化ファンドによる出資・民間クラウ

ドファンディング、新規性、モデル性の要件を満たすプロジェ

クトを組成する。 
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観光と交流による活性化 

 
【関連するＳＤＧｓ】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

外国人市民の地域

定着、生活支援の

充実 

１）コミュニケーションの支援 

２）安心できる生活の支援 

３）異文化コミュニケーションの充実 

 

観光の振興 

１）地域資源を生かした観光・交流の創出 

２）観光情報の一元化・情報発信の促進 

３）観光ルートの整備 

 

歴史文化遺産の保

存・継承と活用 

１）歴史文化遺産の保存・継承 

２）歴史文化遺産の活用 

 

【主な具体的事業】 

 事業例 

観光資源の魅

力化・観光交流

の活性化 

○第２のふるさとづくり促進事業 

⇒地域との交流・地域運営への参画などを通じて地域とのつなが

りの創出を目的とした新たな旅のスタイルで継続的な来訪の

反復を促進する「第２のふるさとづくり」につなげる。 

○ウツクシマツ自生地保護・活用事業 

⇒天然記念物「平松のウツクシマツ自生地」内の環境保護および

活用を図る。 

○観光推進事業 

⇒効果的な情報発信などにより湖南市の認知度向上、ブランドの

確立を図り、市民の誇りと愛着の醸成により、関係人口の増加

を図る。 

○大人の社会見学事業 

⇒湖南市が誇るモノづくりなどの技術を新しい産業観光プラッ

トフォームとして、市内はもとより市外からも人を呼び込むた

めの仕組みづくりを推進する。 

○市民観光交流事業 

⇒観光交流協定や友好交流都市に向けての市民ツアーを企画し、

市民同士の交流を図る。 

 

政策 

１ 

政策 

2 

政策 

3 
 

政策パッケージ ４ 

      



 

● 170 ● 

 事業例 

○文化財多言語化事業 

⇒外国人観光客が歴史文化遺産に対する正しい理解や愛着を持

つために、市内各所の文化財に設置する解説文の多言語化整備

を行う。 

○文化財調査事業 

⇒貴重な歴史文化遺産を次世代へ継承するため、調査やデータ整

備を進め、記録保存を行う。 

○十二坊温泉ゆらら活性化事業 

⇒十二坊温泉ゆららを中心とする、湖國十二坊の森一帯の活性化

を図る。 

○文化財保護対策事業 

⇒文化財保存活用地域計画の策定や指定文化財の管理および修

繕に対する補助を行う。 

○体験型観光推進事業 

⇒産業ツーリズムや農業体験・工場見学など、体験型観光の企画・

運営を推進する。 

〇地域資源を生かした観光交流事業 

⇒湖南市にゆかりのある歴史上の偉人の積極的な活用や地域住

民による地域固有の魅力資源の観光資源化の取組を支援する。 

〇観光資源整備事業 

⇒湖國十二坊の森をはじめ、地域の観光資源を整備するととも

に、適切な維持管理を行う。 

多文化共生の

まちづくりの

推進 

○夜間学級運営事業 

⇒小中学校に十分通えなかった学齢超過者が安心して学ぶこと

ができる就学の機会として夜間学級を運営する。 

○外国人総合窓口設置事業 

⇒一元的外国人相談窓口を設定し、外国人のさまざまな悩みごと

の相談に応じる。 

○やさしい日本語教室運営事業 

⇒日本語初期指導が必要な児童生徒およびその保護者に対し、や

さしい日本語からの学びの環境を整える。 

○友好交流推進事業 

⇒湖南市国際協会との事業連携、市民への啓発などを行う。 

○人権教育推進事業 

⇒人権・同和教育の推進、市民向けの講座を開催する。 
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こどもの幸せ、将来の希望の実現 

 
【関連するＳＤＧｓ】 

❸ こどもまんなかプラン 
 

 

 

 

 

 

 

 
ＫＰＩ 

（重要業績評価指標） 
基準値 

目標値 

（2030 年度（令和 12 年度）） 

地域子育て支援事業（つどい

の広場や子育て支援センタ

ー）の利用者数 

11,900 人 12,300 人 

市民意向調査における「若者

への支援、希望の実現」満足

度 ※   

35.8％ 41.5％ 

※ 基準値は総数から「どちらともいえない」「無回答」を除いた数に対する「満足」 

「まあ満足」の割合 

 

 

 

 

 

 
 
 
 
 
 
 
 

 

子育て環境の充実 

１）安心できる出産とこどもの成長への支援 

２）地域の支えあいによる支援の充実 

３）保育サービスの充実・就学前教育の充実 

４）学童保育の充実 

 

教育環境の充実 

１）「楽しくて力のつく湖南市教育」の実現 

２）教育環境の充実 

３）外国人児童生徒への日本語教育支援の充実 

４）児童生徒への支援・相談体制の充実 

５）家庭・地域との連携と協働 

 

子育て世代、若い

世代への支援 

１）こどもの遊び場の整備 

２）児童虐待防止への取組の推進 

３）経済的負担の軽減とひとり親家庭への支援 

政策 

１ 

政策 

2 

政策 

3 
 

基本目標 

結婚から妊娠・出産・子育てまで切れ目のない支援や女性を含めだれもが働きやすい
環境づくりを進めます。 
こどもや若者がいきいきと育つまちづくりを進めます。 

政策パッケージ ５ 
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発達支援システ

ム・特別支援教育

の推進 

１）発達支援システムの充実 

２）特別支援教育の推進 

３）多様な居場所・学びの場の確保 

 

【主な具体的事業】 

 事業例 

出産・子育ての

支援 
○母子保健事業 

⇒安心して出産・子育てができるよう、妊婦健診費用の助成、乳

幼児訪問事業、各種乳幼児健診、子育て相談などを実施する。 

○認定こども園施設管理事業 

⇒認定こども園での、年齢に応じた教育および保育を一体的に行

い、健やかな成長が図れるよう環境を整備する。子の心身の発

達を助長するとともに、保護者への支援を行う。 

○認定こども園振興対策事業 

⇒安定的な保育の実施に向け認定こども園運営費および各種補

助金を交付する。 

○地域子育て支援拠点事業 

⇒良質な子育て支援を提供するとともに、全てのこどもの健やか

な育ちを保障するため、地域子育て支援拠点となるつどいの広

場を開設する。 

○病児保育事業 

⇒こどもが病気のときでも仕事が休めない家庭の支援として、病

児保育事業を安定的に実施する。 

○学校環境整備事業 

⇒児童・生徒のよりよい学習環境の整備を行う。 

政策 

4 
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 事業例 

楽しくて力の

つく教育環境

の整備 

○地域と学校の協働推進事業 

⇒地域と学校が連携・協働して質の高い学びを支援する「地域と

共にあゆむ学校づくり」を進め、地域ぐるみの教育力の活性化

に取り組む。 

○理科教育振興事業 

⇒理科教育振興法に基づき、観察・実験を通じた科学的知識・技

能の育成、科学的思考力を養うため、必要な器具・機器を整備

する。 

○就学援助事業 

⇒経済的理由で就学困難な児童および特別支援学級に就学する

児童の保護者などに必要な費用の一部を援助する。 

○給食センター運営事業 

⇒児童生徒などの給食について、地場産物を使用しながら、学校

給食センターにおいて主食、副食、牛乳の完全給食を実施する。 

○夜間学級運営事業 

⇒義務教育を修了しないまま学齢期を経過した人や、不登校など

さまざまな事情により十分な教育を受けられないまま中学校

を卒業した人、外国籍の人などの義務教育を受ける機会を実質

的に保障するための夜間学級を運営する。 

○学校環境整備事業 

⇒児童・生徒のよりよい学習環境の整備を行う。 

安心できるこ

どもの居場所

づくり 

○児童福祉推進事業 

⇒地域における多様なこどもの居場所づくりなどの取組を支援

するとともに、天候に左右されず遊びや体験の機会を確保でき

るよう、全天候型の遊び場を整備する。 

○学童保育所運営事業 

⇒労働などにより、保護者が家庭にいない小学校に通うこどもた

ちに、遊びや生活の場を提供する。 

配慮が必要な

子育て家庭へ

の支援 

○ひとり親家庭等福祉推進事業 

⇒ひとり親家庭や低所得子育て世帯などのこどもに対して、大学

受験料の支援や、模擬試験受験料を支援する。 

○児童虐待防止対策事業 

⇒関係機関が連携し、要保護児童対策地域協議会代表者会議や実

務者会議、個別ケース会議などを通じて児童虐待防止を図ると

ともに、市民への啓発を強化する。 

発達支援シス

テム・特別支援

教育の推進 

○インクルーシブ教育事業 

⇒特別な支援を必要とするこどもの就学前から社会参加まで切

れ目ない支援体制を整備する。 

○教育振興対策推進事業 

⇒関係機関の連携強化によりさまざまな支援を必要とする児童

生徒への支援・相談体制の充実に取り組む。 

○教育相談事業 

⇒学校に行きづらいこどもの教育相談室（ふれあい教育相談室）

を運営し、相談・指導を提供するとともに、保護者や学校への

サポートを行う。 
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持続可能なまちづくり 
 
【関連するＳＤＧｓ】 

 

❹ まちづくりプラン 
 

  
ＫＰＩ 

（重要業績評価指標） 
基準値 

目標値 

（2030 年度（令和 12 年度）） 

地域まちづくり協議会が主体

となる協働事業の参加者数 
39,160 人 51,692 人 

官民連携によるＥＳＧ投資額 333,645,424 円 465,000,000 円 

健康寿命 ※１ 
男性 79.02 歳 

女性 81.37 歳 

男性 79.49 歳 

女性 81.86 歳 

市民意向調査における「持続可

能なまちづくり」満足度 

※２ 

47.4％ 53.8％ 

市民意向調査における「安心し

て暮らせる基盤づくり」満足度         

※２ 

45.7％ 51.2％ 

※１ 基準値は 2023 年（令和５年）の要支援・要介護認定者などの基礎数値から算出 

※２ 基準値は総数から「どちらともいえない」「無回答」を除いた数に対する「満足」 

「まあ満足」の割合 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

こなんＳＤＧｓ未

来都市の推進 

１）地域自然資源を活用したエネルギーと経済

の循環による地域活性化の推進 

２）地域資源との関わりを見つめ直し、だれも

が参画できるまちづくりの推進 

政策 

１ 

基本目標 

だれもが居場所と役割を持ち、活躍できるインクルーシブな地域社会づくりを進めま
す。 
産官学金労言士が連携し、脱炭素社会の実現や地域活性化・イノベーションの創出に
向けて取り組む持続可能なまちづくりを進めます。 
助け合いと地域との協働が根づく暮らしやすいまちづくりを進めます。 
だれもが安全・安心で快適に暮らすことができる都市づくりを進めます。 
 

政策パッケージ ６ 
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脱炭素の地域づく

り 

１）地球温暖化対策の推進 

２）強靱性と脱炭素を両立した持続可能なまち

づくりの推進 

 

自然環境・生態系

の保全 

１）生物多様性の保全 

２）自然資源の保全 

３）水辺の環境の保全 

４）つながりで守り育む体制づくり 

 

循環型社会の形成 

１）省資源・リサイクルの推進 

２）適正なごみ処理、不法投棄の防止 

３）循環型の暮らしの定着 

 

企業、大学、行政に

よる連携機会の創

出 

１）産学官連携の推進 

 

若者の社会参画の

促進 

１）若者の社会参画の促進 

２）地域を担う若者の人財育成 

 

人の輪が広がる場

づくり 

１）人の輪が広がる居場所づくり 

２）ふれあい・つながる地域学習環境の充実 

 

生涯学習環境の充

実、教育プログラ

ムの充実 

１）生涯学習環境の充実 

２）生涯学習拠点の整備 

 

人権教育の推進 
１）人権教育・啓発活動の推進 

２）職員研修の推進 

 

 

 

 

 

 

 

  

政策 

2 

政策 

3 
 

政策 

4 
 

政策 

５ 

政策 

６ 

政策 

７ 

政策 

８ 

政策 

９ 
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【主な具体的事業】 

 事業例 

担い手の確保・

育成 
○まちづくりの担い手育成事業 

⇒身近で楽しく続けられるまちづくり活動に関する情報の発信

など、地域社会の一員としてまちづくりを担う人財の裾野拡大

を図る。 

○次世代のまちづくり参加促進事業 

⇒若い世代を巻き込みまちづくりへの関心を高め、新しい視点で

のまちづくりを促進する。 

ＳＤＧｓ未来

都市の推進 
○脱炭素先行地域づくり事業 

⇒福祉施設や公共施設などへ太陽光発電設備や省エネルギー設

備を官民連携により導入し、温室効果ガス排出量削減に取り組

むことに加え、特定エリアにおいてマイクログリッドを構築し

非常時の電源を確保する。さらに林福連携事業として木質バイ

オマスボイラー・ストーブを設置し、障がいのある人の雇用を

創出する。 

○地方創生ＳＤＧｓ未来都市推進事業 

⇒ＳＤＧｓの視点による協議会運営事業、ＳＤＧｓ×地域資源な

ど教育推進事業、林福連携事業、農福連携事業を行う。 

○リサイクルプラザ管理運営事業 

⇒リサイクルプラザの計画的な修繕により、施設の適切な維持管

理と長寿命化を図る。 

○市民共同発電事業 

⇒市民などの出資により地域の自然エネルギーを活用した発電

事業を行い、地域内のエネルギー自給力の向上や経済循環を活

性化させる。 

○地域自然エネルギーを活用した地域雇用創出事業 

⇒バイオマスを活用した地域自然エネルギーの発掘と活用によ

り、障がいのある人を含む新たな雇用を支援する。 

○地域新電力事業 

⇒こなんウルトラパワー株式会社を核とした自然エネルギーを

活用した取組により、地域循環共生圏を実現する。 

人財の育成 ○職員研修事業 

⇒人権啓発リーダーとして市職員に対し人権研修を実施する。 

○広報・広聴活動推進事業 

⇒湖南市の魅力・利便性の向上を図る情報発信活動や、市民から

の意見を市政に反映させる広聴活動を行う。 
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安心して暮らせる基盤づくり 

 
【関連するＳＤＧｓ】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

地域防災の推進 

１）地域の自主防災組織の充実 

２）防災体制の確立 

３）避難所の機能の充実 

 

地域福祉の推進 
１）地域福祉体制の充実 

２）住民主体の地域福祉活動の促進 

 

人権尊重と恒久平

和の追求 

１）人権尊重の徹底とあらゆる差別の撤廃 

２）相談体制の充実 

３）「非核平和都市宣言」の啓発 

 

ジェンダー平等の

達成 

１）ジェンダー平等の啓発 

２）だれもが参画できる環境整備と社会参加の促進 

３）相談および支援体制の充実 

４）性的マイノリティへの理解促進 

 

魅力的で個性的な

拠点となる公園の

充実 

１）拠点的公園の充実 

 

身近な公園の再編 
１）身近な公園の再編 

２）公園の利用・維持管理の効率化 

 

上下水道の整備 
１）上水道施設の整備と管理 

２）下水道施設の整備と管理 

政策 

１ 

政策 

2 

政策 

3 
 

政策 

4 
 

政策 

５ 

政策 

６ 

政策 

７ 

政策パッケージ ７ 
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公共交通の見直し 

１）地域公共交通の再構築 

２）ＪＲ草津線の複線化の促進 

３）地域の支えあいによる移動支援の推進 

 

バスの利便性向上 
１）バスの利便性向上 

２）モビリティ・マネジメントの推進 

 

駅周辺のまちづく

り 
１）３駅周辺のまちづくりの推進 

 

計画的な市街地・

住環境整備 

１）都市計画の推進と市街地の整備 

２）良好な景観の形成 

３）住環境の整備・地籍調査の実施 

４）住宅環境の改善 

５）空き家対策の推進 

６）火葬場の整備、霊園・墓地の適正管理 

 

道路網・河川の整

備 

１）幹線道路の整備と管理 

２）生活道路・水路の整備と管理 

３）河川の整備 

 

高齢者福祉の充実 

１）地域ネットワーク体制の確立 

２）生きがい支援の充実 

３）介護予防の推進 

４）介護サービスの充実 

 

障がいのある人へ

の生活支援サービ

スの充実 

１）生活支援サービスの充実 

２）安心して移動ができるまちづくり 

３）情報提供・相談体制の充実 

４）障がいに対する理解の促進 

５）就労への支援 

６）生涯学習・文化芸術・スポーツ活動の場づ

くり 

 

健康づくりの推進 

１）健全な生活習慣の形成 

２）健康に関する正しい情報提供 

３）疾病予防・早期発見の推進 

政策 

８ 

政策 

９ 

政策 

10 

政策 

11 

政策 

12 

政策 

13 
 

政策 

14 

政策 

15 
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医療環境の充実 
１）地域医療体制の充実 

２）地域包括ケアシステムの拡充 

 

持続可能な地域共

生社会の実現 

１）多様な主体の参画の推進 

２）多様な福祉サービスの提供と事業者などの

確保・育成 

３）人権の尊重とノーマライゼーションの理念

の浸透 

４）ユニバーサルデザインのまちづくりの推進 

５）自立支援・相談体制の強化 

６）生活困窮者への支援 

 

危機管理体制の強

化 

１）危機管理体制の整備 

２）防災体制の充実 

３）防災施設の整備 

４）災害の未然防止 

 

安全な地域づくり

の推進 

１）防犯体制の強化 

２）消費者市民社会の形成 

３）交通安全の推進 

４）総合的獣害対策 

 

スポーツ環境・拠

点の充実 

１）スポーツ活動の推進 

２）スポーツに親しむ環境づくり 

３）スポーツ施設の充実 

 

図書館機能の充実 
１）図書館機能の充実 

２）人と本をつなぐ環境づくり 

 

文化芸術活動の振

興 

１）文化芸術活動への支援 

２）湖南市の魅力となる文化芸術の創出 

 

自治体ＤＸの推進 
１）ＤＸによる行政改革 

２）人財の育成 

 

近隣市町との連携 
１）近隣市町との連携の推進 

２）地域間交流の推進 

  

政策 

16 

政策 

17 

政策 

18 

政策 

19 

政策 

20 

政策 

21 

政策 

22 

政策 

23 

政策 

24 
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【主な具体的事業】 

 事業例 

災害に強いま

ちづくりの推

進 

〇防犯カメラ設置促進事業 

⇒自治会などに対し行う防犯カメラの設置に係る経費に対し交

付金を交付し、防犯カメラの設置を行う。 

〇非常用トイレ整備事業 

⇒災害時に対応可能なトイレを確保することにより、災害時の指

定避難所における衛生管理を高める。 

〇災害情報伝達手段更新事業 

⇒簡易無線電波改善工事や防災行政無線設備の更新を通じて、音

達エリアの拡大による更なる情報伝達サービスの向上を図る。 

〇防災マップ作成事業 

⇒『洪水浸水想定区域図』における被害規模・区域などの見直し

に対応した防災マップの全面改訂を行う。 

○ブロック塀撤去改修補助事業 

⇒地震などにより倒壊の危険性があるコンクリートブロック塀

の撤去または改修を行う所有者に対して補助を行う。 

○土砂災害防止推進事業 

⇒雨量や土砂災害情報の伝達通信により住民にその状況を広く

周知するとともに、危険区域での住戸に対する居住環境の改善

を促す。 

○防災活動推進事業 

⇒災害などの非常時に市民に情報伝達を行うとともに、避難に備

えて非常食料などの備蓄や自主防災組織の育成を行う。 
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 事業例 

安心できる地

域福祉の推進 
○重層的支援体制整備事業 

⇒地域住民の複合的な支援ニーズに対応するため、相談支援、多

様な参加支援、地域づくりに向けた支援を一体的に実施する。

支援者間のネットワークから潜在的な相談者を見つけ、社会と

のつながりをつくり、定着支援と受入れ先の支援を行う。 

一人一人の高齢者が状態に応じた生活を送ることができるよ

う、身近な中学校区を生活圏域とした地域包括支援センターを

設置し、包括的な支援を実施する。生活支援体制整備事業とし

て、地域支えあい推進員を配置し、地域課題の把握と解決に取

り組む。 

○地域包括支援センター運営事業 

⇒地域の高齢化に合わせて地域包括支援センターの機能を担う

人員などの体制の充実を図る。 

○健康づくり習慣化モデル事業 

⇒運動実施率の向上をめざし、健康ポイント事業や魅力ある運

動・食の講座を通じて、市民が楽しみながら自然に運動習慣が

身につくモデル事業を展開する。 

○福祉医療助成事業 

⇒社会的・経済的に弱い立場にある障がいのある人やこども、高

齢者などの医療費を助成する。 

公共交通の充

実 
○コミュニティバス運行対策事業 

⇒利用実態を踏まえコミュニティバスの路線、ルートの見直しを

行い効率が良く持続可能な運行を推進する。 

○官民連携による企業共同運行バスの実現に向けた人財育成プロ

ジェクト事業 

⇒湖南工業団地協会や周辺工業団地内を対象に、企業が協働して

バスを運行する実証事業を実施するなど官民連携による移動

手段の確保を推進する。 

○ＪＲ草津線の複線化事業 

⇒公共交通の利便性向上のために、増便に向けた企業との協働に

よる利用促進や、草津線複線化促進期成同盟会を通じてＪＲ西

日本に働きかけ複線化を推進する。 

○地域を支える新たな公共交通モデル事業 

⇒自動運転などの新たな技術による移動手段の導入可能性の検

討を行う。 

効率的な都市

構造の形成 

○３駅周辺整備促進事業 

⇒市内のＪＲ草津線３駅（石部駅、甲西駅、三雲駅）の周辺にお

いて、バリアフリー化や安全な歩行空間確保などウォーカブル

な市街地整備などを推進する。 

○コンパクト・プラス・ネットワークの都市づくり事業 

⇒「湖南市都市計画マスタープラン」および「湖南市立地適正化

計画」に基づく届出制度などによって都市機能や居住機能の緩

やかな立地誘導を推進する。 
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 事業例 

地域の特性に

応じたまちづ

くり 

○商工業土地利用増進事業 

⇒都市計画法に基づく区域区分制度および用途地域により地域

の特性に応じた都市機能の誘導、商工業の土地利用の増進、主

要市街地の振興を推進する。 

○きめ細かなまちづくり事業 

⇒都市計画法に基づく地区計画の申出や都市計画提案制度の申

出を活用した地域の特性を生かし住民の意向が反映されたま

ちづくりに対応する。 

○良好な景観づくり事業 

⇒景観計画に基づく届出制度などによって地域の特性を生かし

た良好な景観づくりを推進する。 

住環境の改善 ○公園の適正な維持管理・利活用・再配置推進事業 

⇒公園の遊具施設の更新などの老朽化対策、適正な維持管理、地

域のニーズを踏まえた利活用の促進、再配置を推進する。 

○市営住宅管理・整備事業 

⇒住宅に困窮する低額所得者への住宅供給のため、市営住宅の適

正な管理や整備を行う。 

○空家対策推進事業 

⇒空家の発生予防、適正管理指導や利活用の促進に向けた空き家

バンクによるマッチング業務などの取組を行う。 

○民間建築物耐震事業 

⇒民間建築物の耐震性確保を計画的に推進する。 

○アスベスト対策事業 

⇒既存の民間建築物の安全性の向上のため、アスベストの含有調

査の実施を補助金交付により支援し、実態把握および除去の推

進を図る。 

インフラ施設

の充実、適正管

理 

○道路整備事業 

⇒国道１号の４車線化などの高規格道路や地域幹線道路の早期

整備実現を推進する。その他の道路についても「湖南市道路整

備計画」に基づき、計画的に道路整備を推進する。 

○市道の整備・維持管理事業 

⇒個別施設計画に基づき、市道の用地や施設の適正管理を推進す

る。併せて舗装修繕計画に基づく効果的かつ効率的な補修など

の維持管理の実施により、市道の利便性や走行性の向上を図

る。 

○橋りょう修繕・点検事業 

⇒道路橋の維持管理手法を予防保全型に転換し、ライフサイクル

コストの縮減、計画的な長寿命化対策に向け、定期点検および

予防的な修繕対策を実施する。 

○交通安全施設整備推進事業 

⇒交通事故の発生しやすい危険箇所などを解消するため、交通安

全施設の整備・維持管理を推進する。 
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 事業例 

○上下水道基盤強化事業 

 ⇒上水道の適切な維持管理を行うとともに、効率化・基盤強化の

取組を進める。 

○安全な通学路整備事業 

⇒「湖南市通学路交通安全プログラム」に基づき関係機関の参画

による「湖南市通学路安全推進会議」が主体となり、通学路の

点検を実施し、緊急性が高い箇所から安全対策を順次推進す

る。 

○一級河川整備促進事業 

⇒近年の気候変動による水災害の頻発化・激甚化に備えるため、

一級河川の早期整備に向けて要望活動、調査分析などを継続し

て実施する。 

○河川対策推進事業 

⇒近年頻発する大雨などによる浸水対策として、湖南市管理の河

川・水路の緊急的な浚渫（しゅんせつ）を実施する。 

○河川愛護活動推進事業 

⇒河川の美化や総合治水対策、利水向上のため河川愛護の考え方

の普及、地域住民の河川愛護活動の推進に取り組む。 

生涯学習・生涯

スポーツの環

境づくり 

○文化施設改修事業 

⇒甲西文化ホールおよび石部文化総合センターの統合・機能集約

に伴う両施設の改修または廃止を推進する。 

○文化芸術振興事業 

⇒「湖南市文化芸術振興計画」に基づき、文化芸術活動を次の世

代に継承するため、担い手となる人財の発掘、育成を推進する。 

○社会体育施設長寿命化事業 

⇒総合体育館、雨山体育館、雨山文化運動公園、地域開放を行っ

ている学校グラウンドの施設・設備の修繕・長寿命化、省エネ

ルギー機器への更新などを計画的に推進する。 

○社会体育施設活性化事業 

⇒社会体育施設を多くの利用者に安心して利用いただくよう活

性化を図る。 

○図書館施設管理事業 

⇒甲西図書館の修繕・工事などを行い施設の長寿命化を図る。ま

た、甲西図書館のリニューアルに向けて事業構想の実現に取り

組む。 

○甲西図書館リニューアル事業 

⇒公立図書館の基本的機能に加え、今後の社会の変化を見据えた

ニーズに対応するため、子育て世代や若者をはじめ、世代を問

わず、より多くの市民が利用しやすく親しまれる図書館にリニ

ューアルを行う。 

庁舎の整備 ○庁舎整備事業 

⇒大規模災害時の機能維持と、市民の利便性向上、行政運営の効

率化が図れ、持続可能な地域づくりを後押しする新庁舎の整備

を行う。 
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 事業例 

自治体ＤＸ・行

財政改革の推

進 

○生成ＡＩを活用した利便性向上と業務効率の改善事業 

⇒生成ＡＩの導入・活用により市民への行政サービスの利便性向

上および業務の効率化を推進する。 

○情報共有システム構築事業 

⇒市内４箇所の地域包括支援センターとの情報共有を確実にす

るため、システムを導入する。 

○在宅勤務推進事業 

⇒在宅勤務制度の利用促進を図るため運用方法の改善、制度を利

用しやすい職場環境づくりを推進する。 

○職員研修事業 

⇒「人材育成基本方針」に基づき、研修プログラムを推進すると

ともに研修に関する情報提供を積極的に行い、研修機会を確保

する。 

○行政改革推進事業 

⇒健全な行財政運営を進めるとともに、市民サービスの質の向上

と行政事務の効率化を図るために書かない窓口に加えて、来庁

することなく手続きが完結できるようオンライン手続きを拡

充させる。 

 


